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1.15年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成15年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
15年 9月中間期       17,305    △3.7         400   △50.7         778   △27.1

14年 9月中間期       17,962    92.5         813    79.9       1,067   113.0

15年 3月期       36,655－        1,280－        1,945－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭
15年 9月中間期          715   △52.8          24.21－

14年 9月中間期        1,515   455.8          53.01－

15年 3月期        2,130－          74.64－

(注 )1.持分法投資損益 15年 9月中間期 百万円 14年 9月中間期 百万円－ －
15年 3月期 百万円－

2.期中平均株式数(連結) 15年 9月中間期     28,042,347株 14年 9月中間期     28,060,658株
15年 3月期     28,055,352株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       40,050      19,065     47.6         678.64

14年 9月中間期       42,254      18,334     43.4         652.53

15年 3月期       45,060      18,549     41.2         660.14

(注 )期末発行済株式数(連結) 15年 9月中間期     28,039,936株 14年 9月中間期     28,055,370株
15年 3月期     28,044,758株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
15年 9月中間期        1,017        △509         △597          719

14年 9月中間期        1,304         190      △3,515        1,697

15年 3月期        2,120        △887       △4,148          801

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    3 － －

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－     2 － －

2.16年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       33,900       1,120       1,630

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          56円84銭

※ 　 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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1. 企業集団の状況 

 当社グループは、当社及び子会社 3社で構成され、主な事業内容及び位置付けは、次のとおりでありま

す。なお、事業の種類別セグメントを下記のとおり区分し記載しております。 

(1) 貨物自動車運送事業 

 当社及び子会社は、関東甲信越圏を主な営業エリアとし、百貨店、量販店、コンビニエンスストア、

専門店、ビール等の商品輸送並びに物流センター業務、また、鉄道利用による貨物の輸送業務､外国

貨物の港湾運送業、鉄鋼製品の輸送及び保管・管理、輸出入製品や百貨店関連商品等の梱包及び輸送、

法人･個人の引越業務などのほか、一般及び産業廃棄物の収集・運搬業など貨物自動車運送に係わる

業務全般を行っております。 

(2) 不動産賃貸管理業 

 首都圏を中心に、当社及び子会社所有の施設をオフィス、住居用として賃貸しております。 

(3) その他事業 

① 倉庫業 

首都圏の要衝に保有する流通倉庫で、貨物自動車運送事業との連携による保管・入出庫業務を行

っております。 

② 物品の斡旋及び販売 

繊維製品類、日用品雑貨及び事務用消耗品等を主として販売しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 1．平成 15 年 4 月 1 日をもって､当社は東運サービス株式会社を、また東京通運株式会社は東京通運関

東株式会社をそれぞれ吸収合併いたしました。 

 2．平成 15 年 4 月 1日をもって、株式会社小田急トランスポートは商号を｢ティーエルトランスポート

株式会社｣に変更いたしました。 

 3．平成 15 年 10 月 1 日をもって、当社は東京通運株式会社を吸収合併いたしました。 

 4．平成 15 年 10 月 1 日をもって、相鉄配送株式会社は商号を｢ティーエルサービス株式会社｣に変更い

たしました。 

〈 親 会 社 〉

東 京 急 行 電 鉄 ㈱

東急ロジスティック㈱

(連結財務諸表提出会社)

〈 連 結 子 会 社 〉 

相 鉄 配 送 ㈱ 

〈 連 結 子 会 社 〉

ティーエルトランスポート㈱ 

〈 連 結 子 会 社 〉

東 京 通 運 ㈱

輸送等の請負 

輸送等の請負

不動産賃借 

小冊子類の輸送請負 

不動産賃貸 

輸送等の請負 

不動産賃貸 



 

－ 3 － 

2. 経営方針 

(1) 経営の基本方針 

 当社は、「堅実・信頼・社会貢献・自己実現」を基本とする経営理念を掲げております。また、創

業以来 60 有余年の歴史の中で培った経営基盤の上に時代に即した経営戦略を採用することにより、

顧客・株主・取引先各位と従業員の期待に応えること、並びに物流事業に携わる企業としての安全・

環境など社会的使命の達成を第一義とすることを基本姿勢といたしております。また、昨年来の企業

統合を経て新・東急ロジスティックとしてスタートした今、堅実の上に確かな成長を形作り、その企

業価値を評価されるべく「革新」をキーワードといたしております。 

(2) 利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元につきましては、経営の重要課題と捉え、安定した配当を続

けることを基本とし、業績、事業展開及び財務体質の強化など総合的に勘案して実施しております。

 内部留保資金の使途につきましては、車両の購入、事業所･不動産賃貸施設等の改修及び社内情報

ネットワークの拡充などの設備投資として、事業基盤の強化を図ってまいります。 

(3) 中長期的な経営戦略 

当社は、本年 10 月 1 日付で東京通運株式会社を吸収合併いたしました。これにより、競合の激し

い物流業界で生き残り、かつ独自性を持つ企業として成長し続けるために東急グループ内物流企業主

要 3社を中核に各社の持つ独自機能（通関、港湾運送、重量物輸送、JR 利用運送、一般運送、梱包、

センター物流、移転引越等）を統合集中させ、経営効率の向上実現とお客様に海外物流を含む一貫し

た物流サービスの提供できる体制の確保を目的として昨年から押し進められた、新生東急ロジスティ

ックグループとしての企業統合を完了させました。 

新会社組織においては、①各事業の戦略策定・実行機能の強化②業務執行にかかわる意思決定のス

ピードアップ③当社に主導権を留保できる事業分野の強化を目的として事業部制を採り入れました。 

また、中期基本事業戦略として、①海外拠点も視野に入れた国際一貫物流事業の強化②独自の共

同・汎用センター事業の展開③東急沿線エリアにおけるニューサービス事業の構築④人材の育成⑤業

務プロセスの改革を設定するとともに、基本方針として①収益構造の改革②戦略的営業力の確保③人

事・組織マネジメントの刷新④環境・社会責任に対する積極対応を骨子とする、2003 年度を始期と

する中期事業計画の策定を本年中に完了いたします。 

以上の諸施策遂行のもと、東急グループの経営理念・計画と同調しつつ、株主様をはじめとして

各位並びに地域の皆様からその価値を評価していただける企業への更なる変革を実現していく方針

でございます。 

(4) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、経営の効率性及び経営の健全性、公正性並びに株主利益の重視を経営のあり方とするコー

ポレート・ガバナンスを重要な課題として取り組んでおります。 

取締役会は、会社の経営方針並びに法令、定款で定められた事項、業務執行上重要な事項を決議し、

取締役の職務の執行を監督しております。また、意思決定の迅速化と業務執行の監督機能の強化並び

に業務執行の責任と権限を明確にするため、大幅な権限委譲を取り入れた執行役員制度を導入してお

ります。このため、取締役会の構成は、取締役 12 名で、そのうち 3名が社外取締役であります。 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役は、取締役会をはじめ、経営上重要な会議に出席し、

取締役の業務執行を監視しております。監査役 4 名で構成され、うち 2 名が常勤監査役であります。 
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また、内部監査体制として監査室を設置し、内部監査による適正な業務遂行状況を監査しておりま

す。 

コンプライアンス体制に関しましては、コンプライアンス経営によるリスク管理が、企業目標の達

成のための重要課題として、平成 12 年 10 月に｢行動規範｣を策定し、役員及び従業員がコンプライア

ンス意識をもって行動することを徹底するとともに、コンプライアンス及び行動規範に関する相談窓

口を設け、リスク管理の強化を行っております。 

(5) 親会社との関係 

当社の親会社である東京急行電鉄株式会社は、平成 15年 9 月 30 日現在、当社の議決権比率 50.2％

(間接保有を含む)を保有しております。同社の当社における兼務役員は取締役 1名、監査役 1名であ

ります。当社は、同社から不動産の賃借、小冊子類の配送を受託しておりますが、営業収益に占める

割合は、0.1％以下であります。 

 

3.経営成績及び財政状態 

 (1) 経営成績 

 ① 当期の概況 

 当中間連結会計年度における国内経済は、円高による輸出の鈍化が懸念されるなか、設備投資が

堅調な伸びを示すなど景気の一部に明るさが見られましたが、雇用・所得環境の悪化から景気は引

き続き厳しい状況でありました。 

 運送業界におきましては、住宅投資が好調に推移する反面、公共投資は緊縮財政の影響と内需の

回復力の不安、また、個人所得も伸び悩み、荷動きは依然として低水準にありました。 

このような状況にありまして、当社は、本年 4月 1日をもって子会社の東運サービス株式会社を吸

収合併し、引き続き東急グループ運送事業の｢選択と集中｣による事業再編を図り、経営基盤の強化

に努めるとともに、事業拡大に向け新たな展開を図りました。 

 特に、複合一貫物流システム機能を活かした国内での輸入品の仕分・納入業務、また、航空貨物

の梱包業務あるいは物流センター業務の一括受託、納品代行業務の拡大など統合効果を活用し、事

業の新たな方向性を目指しました。しかしながら、荷主の物流コスト削減志向のもとで、物流シス

テムの変更による業務縮小や運賃・料金においても低下傾向に歯止めがかからず、事業環境は極め

て厳しい状況にありました。 

設備投資につきましては、車両の増車･代替として冷蔵・冷凍車等を新規購入しましたほか、自

社資産活用として建設中の賃貸マンションが竣工いたしました。また、排ガス規制適合車への切り

替えとともに、低公害車の CNG 車も増車いたしました。 

以上の結果、当中間連結会計年度の営業収益は 17,305,418 千円(前年同期比 3.7％減)、経常利益

につきましては、排ガス規制適合車や関連装置の導入に関する費用が増加したこともあり 778,207

千円(前年同期比 27.1％減)、中間純利益につきましても 715,150 千円(前年同期比 52.8％減)とな

りました。 

  

   次に事業の種類別の業績についてご報告いたします。 

(a) 貨物自動車運送事業 

 量販店、コンビニエンスストア、専門店等の業務につきましては、店舗新設や営業時間延長、販
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売促進などで増便や作業量の増加、合併による取扱量の増加、また、本年 9月から一括受託した商

社関連の物流センター業務の新規稼働など新たな展開がありましたものの、業務縮小、運賃・料金

の値下げなどが影響し、昨年並みの実績に留まりました。 

 百貨店業務につきましては、大口荷主百貨店の新物流体制による業務移管が相次いで行われたこ

とで、百貨店物流業務からの後退と合わせ収益面においても大きな痛手となりましたが、再生に向

け返品業務の新規取り込みのほか配送業務のサービス改善などで、業績向上に努めております。ま

た、納品代行業務につきましては、合併により取扱量が増加したことで昨年を上回りました。 

 ビール等輸送業務は、冷夏の影響で取扱量が減少しましたが、昨年 11 月に開設した事業所の輸

送業務がフル稼働したこともあり、小幅な下落に留まりました。 

 その他の輸送及び関連業務につきましては、鉄鋼関係が好調でトレーラー輸送が伸びたほか、輸

入品の仕分・納入業務及び航空貨物の国内集配、船舶・航空による輸出製品の梱包業務など国際物

流への業務拡大に注力しました。 

また、東京通運株式会社の鉄道利用運送は、前年並みとなりましたが、化粧品関連の輸送・保管

業務、百貨店配送、引越業務などについては、業務縮小や運賃・料金の値下げなどで振るわず、テ

ィーエルトランスポート株式会社や相鉄配送株式会社(平成15年 10月 1日商号を｢ティーエルサー

ビス株式会社｣に変更)の引越業務も法人、個人の取扱量が減少したほか、一般輸送においても、荷

動きの減少と運賃・料金の値下げで低迷しました。 

 以上によりまして、貨物自動車運送事業収入は 15,860,873 千円(前年同期比 6.7％減)となりまし

た。 

(b) 不動産賃貸管理業 

 不動産賃貸管理業は、賃料値下げ等がありましたが、共同ビルの所有割合増加や当社及びティー

エルトランスポート株式会社が新宿区と江東区にそれぞれ賃貸マンションを竣工し稼働しました

ことで、不動産賃貸管理業収入は 554,550 千円(前年同期比 1.6％増)となりました。 

 (c) その他事業 

倉庫部門は、住宅設備機器関連の保管業務が順調のほかは、取扱量の減少や一部に解約などがあ

り伸び悩みましたが、商品売上部門は、製鉄所向けや海外向けの臨時売り上げにより、その他事業

収入は 889,995 千円(前年同期比 114.5％増)となりました。 

 

② 通期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、景気が穏やかながらも回復の動きが見られるものの、円高の進行

やデフレによる雇用・所得環境の改善が遅れていることなど先行きに不透明感を抱えており、当面

は一進一退の局面で推移するものと思われます。 

 運送業界におきましても、営業区域規制の撤廃等による規制緩和が、業界活性化をもたらすまで

には至っておらず、また、低公害車等の導入に関する費用増加の影響や運賃・料金の下落傾向など

厳しさが増しており、今後も、低迷した状況は続くものと予想されます。 

 当社におきましては、本年 10 月 1 日に完全子会社の東京通運株式会社を吸収合併し、事業部

制を導入した新組織体制のもとで経営資源の集中を図り、事業の自立化に努めるとともに、より強

固な複合一貫物流体制を目指してまいりたいと存じます。 
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(2) 財政状態 

当中間連結会計期間における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、前連結会計年度末に比べ

1,102 百万円（52.0％）減少し、1,017 百万円となりました。 

 ｢投資活動によるキャッシュ・フロー｣は、土地等有形固定資産の売却により 926 百万円が増加しま

したが、建物・車両等の有形固定資産の取得に 1,575 百万円支出しました結果、前連結会計年度末に

比べ 378 百万円（42.6％）増加し、マイナス 509 百万円となりました。 

 ｢財務活動によるキャッシュ・フロー｣は、借入金が 3,962 百万円増加いたしましたが、返済による

支出が 4,295 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 3,551 百万円（85.6%）増加し、マイナス 597

百万円となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末における残高は、前連結会計年度末に比

べ 82 百万円（10.2％）減少し、719 百万円となりました。 



 

－  － 

 
7

１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

資産の部  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  1,259,616 691,820 773,916 

２．受取手形及び営業
未収金 

※２ 4,487,589 3,688,567 5,948,774 

３．有価証券  27,348 27,352 27,350 

４．親会社株式  － 427,780 325,485 

５．たな卸資産  61,263 54,270 1,961,654 

６．短期貸付金  410,465 － － 

７．その他  706,774 846,802 878,270 

８．貸倒引当金  △17,911 △11,022 △22,487 

流動資産合計  6,935,146 16.41 5,725,571 14.30 9,892,965 21.95 

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1)建物及び構築物 ※１ 20,336,217 21,450,526 21,025,576 

減価償却累計額  10,389,516 9,946,701 10,835,390 10,615,135 10,718,791 10,306,784 

(2）車両運搬具  10,555,660 9,976,700 10,405,683 

減価償却累計額  8,521,700 2,033,959 7,761,911 2,214,789 8,237,601 2,168,081 

(3）土地 ※１ 16,260,845 15,919,631 16,694,744 

(4）建設仮勘定  379,301 － 336,570 

(5）その他  1,535,428 1,565,038 1,533,510 

減価償却累計額  1,091,504 443,924 1,159,095 405,943 1,121,785 411,724 

有形固定資産合
計 

 29,064,732 68.79 29,155,499 72.80 29,917,906 66.39 

２．無形固定資産  

(1）その他の無形固
定資産 

 56,283 68,676 69,939 

無形固定資産合
計 

 56,283 0.13 68,676 0.17 69,939  

３．投資その他の資産  

(1)投資有価証券 ※１ 2,165,109 2,157,372 1,771,420 

(2）その他  4,038,786 2,943,741 3,408,830 

貸倒引当金  △5,652 △8 △379 

投資その他の資
産合計 

 6,198,243 14.67 5,101,104 12.74 5,179,871 11.50 

固定資産合計  35,319,259 83.59 34,325,280 85.70 35,167,717 78.05 

資産合計  42,254,406 100.00 40,050,851 100.00 45,060,683 100.00 
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前中間連結会計期間末 

 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

負債の部  

Ⅰ 流動負債  

１．営業未払金  873,467 850,003 3,858,262 

２．短期借入金 ※１ 2,474,500 4,140,348 3,325,012 

３．一年内返済予定の
長期借入金 

※１ 1,127,165 701,487 942,697 

４．一年内償還予定の
社債 

 － 200,000 100,000 

５．未払費用  1,059,742 457,207 1,754,582 

６．未払法人税等  163,867 183,717 36,009 

７．代引配送預り金  81,301 52,022 105,894 

８．賞与引当金  667,654 696,542 686,450 

９．その他  953,080 654,343 1,066,196 

流動負債合計  7,400,779 17.51 7,935,672 19.81 11,875,106 26.35 

Ⅱ 固定負債  

１．社債 ※１ 2,600,000 2,400,000 2,500,000 

２．長期借入金 ※１ 3,903,111 1,607,127 2,513,998 

３．退職給付引当金  4,017,256 3,857,198 3,872,816 

４．役員退職慰労引当
金 

 177,840 157,749 194,583 

５．預り保証金  1,150,337 1,139,163 1,225,651 

６．連結調整勘定  2,595,702 2,190,051 2,315,832 

７．その他  1,745,342 1,405,683 1,720,817 

固定負債合計  16,189,591 38.31 12,756,974 31.85 14,343,699 31.83 

負債合計  23,590,370 55.82 20,692,646 51.66 26,218,805 58.18 

（少数株主持分）  

少数株主持分  329,252 0.78 292,883 0.73 292,332 0.65 

資本の部  

Ⅰ 資本金   2,846,000 6.74  2,846,000 7.11  2,846,000 6.32 

Ⅱ 資本剰余金   5,120,699 12.12  5,121,126 12.79  5,120,667 11.36 

Ⅲ 利益剰余金   10,429,905 24.68  11,112,628 27.74  10,903,865 24.20 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  △51,273 △0.12  1,314 0.01  △306,937 △0.68 

Ⅴ 自己株式   △10,548 △0.02  △15,747 △0.04  △14,050 △0.03 

資本合計   18,334,782 43.40  19,065,321 47.61  18,549,545 41.17 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

 42,254,406 100.00 40,050,851 100.00 45,060,683 100.00 
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②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益  

１．貨物運送収入  17,001,767 15,860,873 33,075,725 

２．その他事業収入  960,750 17,962,517 100.00 1,444,545 17,305,418 100.00 3,579,799 36,655,524 100.00 

Ⅱ 営業原価  

１．運送費  15,868,284 15,014,764 31,069,519 

２．その他事業費  523,297 16,391,582 91.25 1,135,399 16,150,163 93.32 2,747,655 33,817,174 92.26 

営業総利益  1,570,935 8.75 1,155,254 6.68 2,838,349 7.74 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１ 757,467 4.22 754,470 4.36 1,558,176 4.25 

営業利益  813,468 4.53 400,784 2.32 1,280,173 3.49 

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  645 516 1,201 

２．受取配当金  14,124 16,656 55,209 

３．金利スワップ戻入
益 

 16,151 18,897 － 

４．受取保険金及び保
険配当金 

 － － 66,385 

５．連結調整勘定償却
額 

 293,595 319,311 588,715 

６．その他収益  59,134 383,652 2.14 123,189 478,572 2.77 199,495 911,006 2.49 

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  114,896 94,977 219,739 

２．その他費用  14,769 129,665 0.72 6,170 101,148 0.58 26,179 245,918 0.67 

経常利益  1,067,454 5.94 778,207 4.50 1,945,261 5.31 

Ⅵ 特別利益  

１．車両売却益  2,772 3,760 6,297 

２．固定資産売却益  － 179,369 15,438 

３．投資有価証券売却
益 

 － 23,803 8,100 

４．貸倒引当金戻入額  10,091 4,010 9,729 

５．その他特別利益  70,460 83,324 0.46 21,209 232,153 1.34 76,066 115,631 0.32 
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前中間連結会計期間 
 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失  

１．車両売却損  3,259 9,107 11,582 

２．固定資産売却損 ※２ 144,636 9,954 144,104 

３．固定資産除却損 ※３ 10,468 41,149 14,891 

４．固定資産評価損  200 － 200 

５．投資有価証券売却
損 

 14 622 43 

６．投資有価証券評価
損 

 － 1,249 59,558 

７．その他特別損失 ※４ 85,098 243,677 1.36 56,119 118,202 0.68 179,103 409,484 1.12 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 907,101 5.05 892,158 5.16 1,651,408 4.51 

法人税、住民税及
び事業税 

 174,291 189,410 296,030 

法人税等調整額 ※５ △786,131 △611,840 △3.41 △15,353 174,056 1.00 △778,153 △482,123 △1.31 

少数株主利益又は 
少数株主損失（△） 

 △3,013 △0.02 △2,951 △0.02 △3,366 △0.01 

中間（当期）純利
益 

 1,515,928 8.44 715,150 4.13 2,130,165 5.81 
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③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 
 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高        

資本準備金期首残高  2,824,038 2,824,038 5,120,667 5,120,667 2,824,038 2,824,038 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．株式交換による増加  2,296,280  －  2,296,280  

２．合併による増加  310  499  310  

３．自己株式処分差益  70 2,296,660 － 499 38 2,296,628 

Ⅲ 資本剰余金減少高        

１．合併による自己株式処
分差益解消 

 －  38 38 －  

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

  5,120,699  5,121,126  5,120,667 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高        

連結剰余金期首残高  8,025,422 8,025,422 10,903,865 10,903,865 8,025,422 8,025,422 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  1,515,928  715,150  2,130,165  

２．合併に伴う増加  1,017,668 2,533,596 － 715,150 1,017,668 3,147,834 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  100,529  168,223  240,806  

２．役員賞与  28,585  36,200  28,585  

３．合併による子会社株式
償却に伴う減少 

 －  241,322  －  

４．連結子会社の範囲減少
に伴う減少 

※１ － 129,114 60,641 506,387 － 269,391 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

  10,429,905  11,112,628  10,903,865 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 
 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

１．税金等調整前中間（当
期）純利益 

 907,101 892,158 1,651,408 

２．減価償却費  847,629 901,032 1,856,602 

３．有形固定資産売却益  △2,772 △182,889 △21,736 

４．有形固定資産売却損  147,895 19,061 155,687 

５．有形固定資産除却損  10,468 41,149 14,891 

６．固定資産評価損  200 － 200 

７．有価証券及び投資有
価証券売却益 

 － △23,803 △8,100 

８．有価証券及び投資有
価証券売却損 

 14 622 43 

９．投資有価証券評価損  － 1,249 59,558 

10．連結調整勘定償却額  △293,595 △319,311 △588,715 

11．金利スワップ戻入益  △16,151 △18,897 △33,521 

12．退職給付引当金の増
加額(減少額) 

 △176,275 △52,882 △303,972 

13．賞与引当金の増加額
(減少額) 

 13,706 7,492 32,501 

14．貸倒引当金の増加額
(減少額) 

 10,146 △11,807 10,844 

15．受取利息及び受取配
当金 

 △14,770 △17,173 △56,411 

16．売上債権の増加額(減
少額) 

 987,179 2,324,583 △740,125 

17．たな卸資産の増加額
(減少額) 

 1,872 1,907,218 △1,898,519 

18．仕入債務の増加額(減
少額) 

 △772,727 △4,388,392 2,998,977 

19．役員賞与の支払額  △28,585 △36,200 △28,585 
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前中間連結会計期間 
 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

20．預り保証金の減少額  △45,871 △86,487 29,441 

21．未払消費税等の増加
額(減少額) 

 40,828 48,322 △163,705 

22．未収入金の増加額(減
少額) 

 － 1,704 193,416 

23．その他の流動資産の
増加額(減少額) 

 19,338 △61,824 △325,465 

24．その他の流動負債の
増加額(減少額) 

 △180,318 6,122 △416,188 

25．為替換算差額  － 8,486 － 

小計  1,455,313 959,534 2,418,528 

26．利息の支払額  114,896 94,977 219,739 

27．法人税等の支払額  △265,580 △41,769 △518,176 

28．前期損益修正損  － 4,997 － 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,304,629 1,017,740 2,120,091 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

１．有形固定資産の取得
による支出 

 △1,229,180 △1,575,645 △2,554,770 

２．有形固定資産の売却
による収入 

 1,520,838 926,293 1,570,278 

３．無形固定資産の取得
による支出 

 △2,047 △5,195 △20,579 

４．投資有価証券の取得
による支出 

 － △213 △840 

５．投資有価証券の売却
による収入 

 19,865 67,496 62,847 

６．利息及び配当金の受
取額 

 14,770 17,173 56,411 
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前中間連結会計期間 
 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

７．その他の投資の取得
による支出 

 △186,834 △6,302 △238,423 

８．その他の投資の回収
による収入 

 49,496 63,200 247,698 

９．長期貸付金の回収に
よる収入 

 3,881 3,881 12,063 

10．連結範囲の変更を伴
う子会社株式の取得
による支出 

 － － △22,000 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 190,790 △509,310 △887,315 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

１．短期借入れによる収
入 

 3,140,000 3,962,499 8,204,380 

２．短期借入金の返済に
よる支出 

 △4,881,080 △3,147,163 △8,774,947 

３．長期借入金による収
入 

 468,100 － 578,290 

４．長期借入金の返済に
よる支出 

 △2,038,214 △1,148,080 △3,721,984 

５．金利スワップ戻入益  16,151 18,897 33,521 

６．その他固定負債の減
少額 

 － △18,897 － 

７．自己株式の取得によ
る支出 

 △4,965 △1,697 △8,466 

８．自己株式売却による
収入 

 － － 800 

９．利息の支払金額  △114,896 △94,977 △219,739 

10．配当金の支払額  △98,779 △167,023 △239,056 

11．少数株主への配当金
の支払額 

 △1,750 △1,200 △1,750 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △3,515,433 △597,643 △4,148,953 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（減少額） 

 △2,020,013 △89,213 △2,916,176 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 2,823,596 801,267 2,823,596 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
合併及び株式交換によ
る増加分 

 893,848 7,120 893,848 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 1,697,430 719,173 801,267 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数５社 連結子会社の数３社 連結子会社の数５社 

相鉄配送株式会社、株式会社

小田急トランスポート、東京

通運株式会社、東運サービス

株式会社、東京通運関東株式

会社 

 上記のうち2002年４月１日

に株式交換による東京通運株

式会社の完全子会社化に伴い

同社および同社の子会社であ

る、東京通運関東株式会社を

子会社化、又同日付の東急運

輸株式会社との合併により東

運サービス株式会社を子会社

化したことにより、当中間連

結会計期間において新たに連

結の範囲に含めております。 

相鉄配送株式会社、ティーエ

ルトランスポート株式会社、

東京通運株式会社 

 なお、前連結会計年度にお

いて連結子会社でありました

東運サービス株式会社は平成

15年４月１日付で東急ロジス

ティック株式会社と合併し、

同日付で東京通運関東株式会

社は東京通運株式会社と合併

したため連結範囲から除いて

おります。 

 また同日付で株式会社小田

急トランスポートはティーエ

ルトランスポート株式会社に

商号変更しております。 

相鉄配送株式会社、株式会社

小田急トランスポート、東京

通運株式会社、東運サービス

株式会社、東京通運関東株式

会社 

 上記のうち2002年４月１日

に株式交換による東京通運株

式会社の完全子会社化に伴い

同社および同社の子会社であ

る、東京通運関東株式会社を

子会社化、又同日付の東急運

輸株式会社との合併により東

運サービス株式会社を子会社

化したことにより、当連結会

計年度において新たに連結の

範囲に含めております。 

 なお、相鉄配送株式会社に

ついては、平成15年２月12日

に持分割合が72.5％から

100％になっております。 

非連結子会社 非連結子会社 非連結子会社 

該当事項はありません。 同左 同左 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

連結子会社のうち東京通運株式

会社、東京通運関東株式会社及

び東運サービス株式会社の中間

決算日は、６月30日であります。

中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間決算日現在の財務

諸表を使用し、中間連結決算日

までの期間に発生した重要な調

整を行っております。 

連結子会社のうち東京通運株式

会社の中間決算日は、６月30日

であります。中間連結財務諸表

の作成に当たっては、中間決算

日現在の財務諸表を使用し、中

間連結決算日までの期間に発生

した重要な調整を行っておりま

す。 

連結子会社のうち東京通運株式

会社、東京通運関東株式会社及

び東運サービス株式会社の決算

日は、12月31日であります。連

結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日までの期間

に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算期末の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。） 

同左 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法 同左 同左 

②デリバティブ ②デリバティブ ②デリバティブ 

時価法 同左 同左 

③たな卸資産 ③たな卸資産 ③たな卸資産 

先入先出法による原価法 同左 同左 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

ただし、従来定率法によ

っていた建物（附属設備

を除く）のうち平成10年

４月１日以降に取得した

ものについては、当社及

び連結子会社（小田急ト

ランスポート、相鉄配送）

は、当中間連結会計期間

より定額法に変更しまし

た。 

これは当社グループが当

中間連結会計期間より東

京急行電鉄株式会社の連

結子会社となったことに

より、親会社の会計方針

に一致させるものであり

ます。 

なお、これによる影響額

は、軽微であります。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物及び構築物 

10～50年 

車輌及び運搬具 

3～ 6年 

定率法によっておりま

す。 

ただし、当社及び連結子

会社は平成10年４月１

日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定

額法によっております。 

なお、主な耐用年数は、

以下の通りであります。 

建物及び構築物 

10～50年 

車両及び運搬具 

3～ 6年 

定率法によっておりま

す。 

ただし、従来定率法によ

っていた建物（附属設備

を除く）のうち平成10年

４月１日以降に取得した

ものについては、当社及

び連結子会社（小田急ト

ランスポート、相鉄配送）

は、当連結会計年度より

定額法に変更しました。 

これは当社グループが当

連結会計年度より東京急

行電鉄株式会社の連結子

会社となったことによ

り、親会社の会計方針に

一致させるものでありま

す。 

なお、これによる影響額

は、軽微であります。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物及び構築物 

10～50年 

車両及び運搬具 

3～ 6年 

②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

同左 同左 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、当

社及び連結子会社は一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 

②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充

てるため、賞与支給見込

額に基づいて計上してお

ります。 

同左 同左 

③退職給付引当金 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 

当社及び連結子会社の従

業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、計上しております。 

また、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年～７年）

による定額法により按分

した額を翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。 

なお、東急運輸株式会社

と合併したことにより、

また合併及び株式交換に

よる子会社の増加により

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（３

年～７年）を当連結会計

年度より変更しておりま

す。 

また、連結子会社の一部

においては簡便法を採用

しております。 

当社及び連結子会社の従

業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、計上しております。 

また、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年～７年）

による定額法により按分

した額を翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。 

また、連結子会社の一部

においては簡便法を採用

しております。 

 

当社及び連結子会社の従

業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、計上しております。 

また、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年～７年）

による定額法により按分

した額を翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。 

なお、東急運輸株式会社

と合併したことにより、

また東京通運株式会社と

の株式交換により子会社

が増加したことにより従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（３年

～７年）に当連結会計年

度より変更しておりま

す。 

また、連結子会社の一部

においては簡便法を採用

しております。 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

④役員退職慰労引当金 ④役員退職慰労引当金 ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上

しております。 

同左 同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については通常の

賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

(5）重要なヘッジ会計方法 (5）重要なヘッジ会計方法 (5）重要なヘッジ会計方法 

①へッジ会計の方法 ①へッジ会計の方法 ①へッジ会計の方法 

金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしておりますので、特

例処理を採用しておりま

す。 

同左 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

金利リスクの低減並びに

金融収支改善のため、対

象債務の範囲内でヘッジ

を行っております。 

同左 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断して

おります。 

同左 同左 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 

①消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税

抜方式により処理してお

ります。 

同左 同左 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

② ────── ② ────── ②自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準 

  「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第

１号）が平成14年４月１

日以後に適用されること

になったことに伴い、当

連結会計年度から同会計

基準によっております。

これによる当連結会計年

度の損益に与える影響は

軽微であります。 

なお、連結財務諸表規則

の改正により、当連結会

計年度における連結貸借

対照表の資本の部及び連

結剰余金計算書について

は、改正後の連結財務諸

表規則により作成してお

ります。 

③ ────── ③ ────── ③１株当たり情報 

  「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適

用指針第４号）が平成14

年４月１日以後開始する

連結会計年度に係る連結

財務諸表から適用される

ことになったことに伴

い、当連結会計年度から

同会計基準及び適用指針

によっております。なお、

これによる影響について

は、「１株当たり情報に

関する注記」に記載して

おります。 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 同左 

 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金取崩

等会計） 

 当中間連結会計期間から「自己

株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準」（企業会計基

準第1号）を適用しております。

これによる当中間連結会計期間

の損益に与える影響は、軽微で

あります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期

間における中間連結貸借対照表

の資本の部及び中間連結剰余金

計算書については、改正後の中

間連結財務表規則により作成し

ております。 

────── ────── 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

担保に供している資産は、次

のとおりであります。 
  
 千円

土地 7,059,424

建物及び構築

物 
4,210,462

有価証券 213,273

計 11,483,160

担保付債務は、次のとおりで

あります。 

 千円

短期借入金 2,075,500

長期借入金 4,663,252

社債 2,600,000

  

  
 千円

土地 5,354,810

建物及び構築

物 
4,803,679

有価証券 114,019

計 10,272,508

担保付債務は、次のとおりで

あります。 

 千円

短期借入金 3,499,000

長期借入金 1,948,140

社債 2,600,000

  

  
 千円

土地 7,387,804

建物及び構築

物 
3,415,819

有価証券 14,025

計 10,817,648

担保付債務は、次のとおりで

あります。 

 千円

短期借入金 2,822,800

長期借入金 3,062,925

社債 2,600,000

  
※２．受取手形裏書譲渡高 

119,399千円  

※２．受取手形裏書譲渡高 

149,911千円  

※２．受取手形裏書譲渡高 

96,258千円  
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 
 
給与 231,565千円

退職金及び退
職給付引当金 

27,115千円

宣伝広告費 13,544千円
  

 
給与 222,024千円

退職金及び退
職給付引当金 

38,112千円

宣伝広告費 9,498千円
  

 
給与 455,760千円

退職金及び退
職給付引当金 

49,070千円

宣伝広告費 33,056千円
  

※２．固定資産売却損の内訳は次の

通りであります。 

※２．固定資産売却損の内訳は次の

通りであります。 

※２．固定資産売却損の内訳は次の

通りであります。 
 
建物等 99,703千円

機械装置 43,183千円

その他 1,750千円
  

 
建物等 9,854千円

その他 100千円

 
  

 
建物等 144,104千円

 

 
  

※３．固定資産除却損の内訳は次の

通りであります。 

※３．固定資産除却損の内訳は次の

通りであります。 

※３．固定資産除却損の内訳は次の

通りであります。 
 
建物等 5,066千円

その他 5,402千円
  

 
建物等 41,149千円

 
  

 
建物等 5,215千円

その他 9,676千円
  

※４．その他特別損失の内訳は次の

通りであります。 

※４．その他特別損失の内訳は次の

通りであります。 

※４．その他特別損失の内訳は次の

通りであります。 
 
合併一時費用 62,423千円

その他 22,675千円
  

 
土地売却に伴

う調査費用等 
27,170千円

その他 28,949千円
  

 
建物等解体費

用 
20,504千円

その他 95,725千円
  

※５．法人税等調整額の中に過年度

税効果調整額789,844千円を

含んでおります。 

※５．────────── ※５．法人税等調整額の中に過年度

税効果調整額509,693千円を

含んでおります。 

 
（中間連結剰余金計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

────────── ※１．12月31日をみなし決算日とし

ている連結子会社の東運サー

ビス株式会社を東急ロジステ

ィック株式会社が平成15年４

月１日に吸収合併したことで

連結中間純利益を６ヶ月にす

る為に東運サービス株式会社

の１月１日から３月31日まで

の中間純利益相当額を中間連

結剰余金計算書で一括表示し

たものであります。 

────────── 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在） 

千円 千円 千円 
  
現金及び預金 1,259,616

有価証券 27,348

取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来
する短期投資（短期
貸付金） 

410,465

計 1,697,430

現金及び現金同等物 1,697,430
  

  
現金及び預金 691,820

有価証券 27,352

計 719,173

現金及び現金同等物 719,173
  

  
現金及び預金勘定 773,916

有価証券 27,350

計 801,267

現金及び現金同等物 801,267
  

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金はありません。 

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金はありません。 

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金はありません。 

２．合併による旧東急運輸株式会社

の資産及び負債の主な内訳 

２．────────── 

 

２．合併による旧東急運輸株式会社

の資産及び負債の主な内訳 

合併による旧東急運輸株式会社

の連結開始時の資産及び負債の

内訳は以下のとおりでありま

す。 

千円 

流動資産 1,559,453

固定資産 5,143,766

流動負債 △3,839,195

固定負債 △1,684,618

その他有価証券
評価差額金 

△41,425

なお、合併により株式を取得し

ているため、資金の支出はあり

ません。 

 合併による旧東急運輸株式会社

の連結開始時の資産及び負債の

内訳は以下のとおりでありま

す。 

千円 

流動資産 1,559,453

固定資産 5,143,766

流動負債 △3,839,195

固定負債 △1,684,618

その他有価証券
評価差額金 

△41,425

なお、合併により株式を取得し

ているため、資金の支出はあり

ません。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

３．株式交換及び合併により新たに

連結子会社となった会社資産及

び負債の主な内訳 

３．────────── ３．株式交換及び合併により新たに

連結子会社となった会社資産及

び負債の主な内訳 

株式交換及び合併により新たに

東京通運株式会社、東京通運関

東株式会社、東運サービス株式

会社を連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳は

以下のとおりであります。 

 千円

流動資産 2,486,135

固定資産 12,637,326

流動負債 △4,157,614

固定負債 △6,659,029

有価証券評価差
額金 

△31,295

なお、株式交換及び合併により

株式を取得しているため、資金

の支出はありません。 

 株式交換及び合併により新たに

東京通運株式会社、東京通運関

東株式会社、東運サービス株式

会社を連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳は

以下のとおりであります。 

 千円

流動資産 2,486,135

固定資産 12,637,326

流動負債 △4,157,614

固定負債 △6,659,029

有価証券評価差
額金 

△31,295

なお、株式交換及び合併により

株式を取得しているため、資金

の支出はありません。 

４．────────── ４．12月31日をみなし決算日として

る連結子会社の東運サービス株

式会社を東急ロジスティック株

式会社が平成15年４月１日に吸

収合併したことで中間連結キャ

ッシュ・フロー計算書作成にお

いて東運サービス株式会社の１

月１日から３月31日までにかか

わるキャッシュ・フローであり

ます。 

４．────────── 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 

   

車両運
搬具 

454,481 247,298 207,182 

その他 68,300 37,072 31,228 

無形固定
資産 

   

その他 158,402 96,817 61,584 

合計 681,184 381,188 299,995 

  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 

   

車両運
搬具 

542,347 275,812 266,534 

その他 221,584 154,133 67,451 

無形固定
資産 

   

その他 124,192 74,634 49,558 

合計 888,123 504,579 383,544 

  

 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円） 

有形固定
資産 

   

車両運
搬具 

488,794 262,281 226,513 

その他 81,569 50,276 31,292 

無形固定
資産 

   

その他 114,875 62,926 51,949 

合計 685,239 375,484 309,754 

  
 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

 （注） 同左  （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 125,742千円

１年超 174,253千円

合計 299,995千円
  

  
１年内 154,991千円

１年超 228,552千円

合計 383,544千円
  

  
１年内 130,809千円

１年超 178,945千円

合計 309,754千円
  

 （注） 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が、

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。 

 （注） 同左  （注） 未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が、有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 
  
支払リース料 72,579千円

減価償却費相当額 72,579千円
  

  
支払リース料 86,292千円

減価償却費相当額 86,292千円
  

  
支払リース料 152,257千円

減価償却費相当額 152,257千円
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

 

（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間）（平成 14 年９月 30 日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前中間連結会計期間末 

 
取得原価（千円） 

中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 2,517,398 2,428,480 △88,918 

(2）債券 

社債 50,000 49,340 △660 

(3）その他 60,065 61,205 1,139 

合計 2,627,464 2,539,025 △88,438 

 

２．時価のない有価証券の主な内容 

前中間連結会計期間末 
 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

投資信託 27,348 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 72,261 

 

（当中間連結会計期間）（平成 15 年９月 30 日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当中間連結会計期間末 

 
取得原価（千円） 

中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 2,333,991 2,333,906 △84 

(2）債券 

社債 50,000 51,780 1,780 

(3)その他 20,000 20,576 576 

合計 2,403,991 2,406,262 2,271 
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２．時価のない有価証券の主な内容 

当中間連結会計期間末 
 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

投資信託 27,452 

債券（その他） 100 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 178,620 

 

（前連結会計年度）（平成 15 年３月 31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度 

 
取得原価（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 2,448,704 1,917,468 △531,235 

(2）債券 

社債 50,000 50,455 455 

(3)その他 60,065 61,200 1,134 

合計 2,558,770 2,029,124 △529,645 

 

２．時価のない有価証券の主な内容 

前連結会計年度 
 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

投資信託 27,350 

債券（その他） 100 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 67,681 

 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 1,400,000 △83,922 16,151 

※ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 

（当中間連結会計期間） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 1,400,000 47,655 18,897 

※ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 
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（前連結会計年度） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 1,400,000 △62,516 △62,516 

※ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

（前中間連結会計期間）自平成 14 年４月１日 至平成 14 年９月 30日 

運送事業 

（千円） 

不動産賃貸

事業 

（千円） 

その他事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全

社（千円） 

連結 

（千円） 

売上高 

(1）外部顧客に対する売上高 17,001,767 545,899 414,850 17,962,517 － 17,962,517 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 33,194 － 33,194 （33,194） － 

計 17,001,767 579,093 414,850 17,995,712 （33,194） 17,962,517 

営業費用 16,644,042 214,164 332,590 17,190,797 （41,747） 17,149,049 

営業利益 357,724 364,929 82,260 804,914 8,553 813,468 

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

 

（当中間連結会計期間）自平成 15 年４月１日 至平成 15 年９月 30日 

運送事業 

（千円） 

不動産賃貸

事業 

（千円） 

その他事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全

社（千円） 

連結 

（千円） 

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高 15,860,873 554,550 889,994 17,305,418 － 17,305,418 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 11,758 987 12,745 （12,745） － 

計 15,860,873 566,308 890,982 17,318,163 （12,745） 17,305,418 

営業費用 15,748,079 318,663 850,637 16,917,379 （12,745） 16,904,633 

営業利益 112,794 247,645 40,344 400,784 － 400,784 

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 
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（前連結会計年度）自平成 14年４月１日 至平成 15 年３月 31 日 

 
運送事業 

（千円） 

不動産賃貸

事業 

（千円） 

その他事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全

社（千円） 

連結 

（千円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 33,075,725 1,086,067 2,493,731 36,655,524 － 36,655,524 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 61,042  61,042 （61,042）  

計 33,075,725 1,147,109 2,493,731 36,716,566 （61,042） 36,655,524 

営業費用 32,653,197 429,493 2,367,946 35,450,636 （75,285） 35,375,351 

営業利益 422,528 717,616 125,785 1,265,930 14,242 1,280,173 

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国または、地域に所

在する連結子会社はないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

（前中間連結会計期間） 

 海外売上高はないため、該当事項はありません。 

 

（当中間連結会計期間） 

海外売上は、連結売上高の 10％未満であるため重要性はありませんが、当該売上高にかかわる仕入高

の重要性が高いため開示しております。 

なお、当該取引における期首在庫が 1,899,706 千円で、総仕入高は 1,899,706 円で、これにかかる返品

高は 3,799,412 円であります。当該取引は当中間連結会計期間をもって終了しております。 

（前連結会計年度）自平成 14年４月１日 至平成 15 年３月 31 日 

 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高 1,727,509千円 1,727,509千円 

Ⅱ 連結売上高 － 36,655,524千円 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 4.7％ 4.7％ 

 海外売上は、連結売上高の 10％未満であるため重要性はありませんが、当該売上高にかかわる仕入高

の重要性が高いため開示しております。 

 なお、当該取引における総仕入高は 4,672,688 千円で、これにかかわる返品高は 1,045,472 千円であ

ります。 

 期末在庫が 1,899,706 千円であるため、この取引から生ずる利益はありません。 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．欧州区分に属する国または地域は、ドイツであります。 

３．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 
１株当たり純資産額 652円53銭

１株当たり中間純利益 53円01銭
  

 
１株当たり純資産額 678円64銭

１株当たり中間純利益 24円21銭
  

 
１株当たり純資産額 660円14銭

１株当たり当期純利益 74円64銭
  

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式がないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式がないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式がないため記載

しておりません。 

（追加情報） 

当中間連結会計期間から「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を

前中間連結会計期間及び前連結会計

年度に適用して算定した場合の１株

当たり情報については、それぞれ以

下のとおりとなります。 

 当連結会計期間年度から「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。な

お、これによる影響は、軽微であり

ます。 

 

前中間連結会計
期間 

前連結会計年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

648円93銭 652円89銭 

１株当たり中間
純利益金額 

１株当たり当期
純利益金額 

12円01銭 25円28銭 

  

 
 

 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 1,515,928 715,150  2,130,165  

普通株主に帰属しない金額（千円） 28,585 36,200 36,200 

（うち役員賞与） （28,585） （36,200） （36,200） 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千
円） 

1,487,343 678,950 2,093,965 

期中平均株式数（千株） 28,059 28,042 28,055 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

────── 平成15年５月23日開催の取締役会決

議により、平成15年10月１日をもっ

て当社の完全子会社東京通運株式会

社を吸収合併する合併契約書を締結

いたしました。 

なお、当社は、商法第413条ノ３に基

づく簡易合併方式をとり、商法第408

条第１項の定める株主総会の承認は

得ずに行うことといたします。 

当社は平成15年１月７日開催の取締

役会決議に基づき、平成15年４月１

日をもって東運サービス株式会社を

吸収合併いたしました。 

また、平成15年５月23日開催の取締

役会決議により、平成15年10月１日

をもって当社の完全子会社東京通運

株式会社を吸収合併する合併契約書

を締結いたしました。 

なお、当社は、商法第413条ノ３に基

づく簡易合併方式をとり、商法第408

条第１項の定める株主総会の承認は

得ずに行うことといたします。 

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

 


